
Ｎｏ 枠 交付対象事業の名称 推奨事業メニューの種類 総事業費（千円）

事業概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期

成果目標 実施状況の公表方法

1 推奨事業 水道事業会計負担金（物価高騰対応） 消費下支え等を通じた生活者支援 194,713

①市民や市内事業者を支援し、物価高騰の影響を受けた市民生活や事業活動を維持する。
②負担金
③20％減免（令和8年8月～令和9年1月検針分）
　負担金　185,331千円
　システム改修委託料、チラシ配布委託料、その他消耗品費等事務費　4,609千円
④市民・市内事業者

R8.4 R9.2
水道料金20％減免
（令和8年8月～令和9年1月検針分）

ホームページ等

2 推奨事業 中小企業産業振興支援事業（物価高騰対応） 中小企業・小規模事業者の賃上げ環境整備 27,797

①物価高騰の影響を受けた市内の中小企業を支援し、市内経済の維持・活性化を図る。
②補助金
③中小企業産業振興支援事業（27,797千円）
・創業支援事業補助金
　免許登録税　15万円（6件、900千円）
　創業準備費　50万円（4件、2,000千円）
・展示会出展補助金
　30万円（6件、1,800千円）
・設備導入支援補助金
  生産性向上設備投資　4,000千円（5件、20,000千円）
・経営アドバイザー派遣事業補助金
  （公財）神奈川県産業振興センターが実施する経営アドバイザー派遣費用
　補助（1件、97千円）
・店舗リニューアル等補助金
  50万円（3件、1,500千円）
・空き店舗等活用促進及び創業支援事業補助金
  50万円（3件、1,500千円）
④市内中小企業

R8.4 R9.3 補助金額：27,797千円 ホームページ等

3 推奨事業 学校給食運営管理事業（物価高騰対応）
食料品の物価高騰に対する特別加算

物価高騰に伴う子育て世帯支援
6,202

①給食費負担軽減交付金による支援を踏まえ、基準額に基づく支援額を超える部分（教職員の給食費を除く。）に対して重点支援
地方交付金を充当することで、物価高騰の影響を受けた市立小学校の児童の保護者を支援する。
②食材費
③市立小学校の教職員以外の給食費
　1年生　856千円（856人×100円×10ヶ月）
　2～6年生　5,346千円（4,860人×100円×11ヶ月）
④市立小学校に通学する児童の保護者

R8.4 R9.3 市立小学校児童5,716人の保護者 ホームページ等

※事業名称は、国へ提出する実施計画上で設定したものであり、市の事業名称と必ずしも一致しません。
※事業費は、物価高騰対応に関連する金額のみを記載しているため、市の予算上の事業費と必ずしも一致しません。
※全ての事業終了後に、実施実績やその効果などを改めて公表します。

令和８年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画（神奈川県座間市）

1/1


